
 

 

ア　貸借対照表 イ　行政コスト計算書

借方 貸方

資産の部

・・・

歳計現金

・・・

ウ　純資産変動計算書

エ　資金収支計算書

純経常行政コスト

＝

経常行政コスト

－

経常収益

＝

収入

－

＝

＋

期末歳計現金残高

期首歳計現金残高

歳計現金増減額

支出

＝

期末純資産残高

純資産の部

負債の部

－

純経常行政コスト

＋

一般財源、補助金等受入

±

臨時損益等

期首純資産残高

普通会計における財務書類4表 

   財務書類4表は、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」の4つ

の書類により構成されている。本市では、平成 20年度決算から「総務省方式改訂モデル」により財務

書類の作成を行っている。 

ア 貸借対照表 

会計年度末における、本市の財政状態を表す。「資産の部」に計上している財産をどのような財源で調

達したかについて、将来世代の負担部分を「負債の部」に、過去・現役世代の負担部分を「純資産の部」

に計上している。 

イ 行政コスト計算書 

一会計期間における、資産形成を伴わない経常的な行政活動に伴う費用の状況を表す。「経常行政コス

ト」には、経常的な行政サービスを提供するために発生したコストを計上し、「経常収益」には、行政サ

ービスの対価としての収入、すなわち受益者負担相当分を計上している。 

ウ 純資産変動計算書 

一会計期間において、「貸借対照表」の「純資産の部」に計上されている各項目がどのように変動した

かを表す。主な純資産の減少要因としては、「行政コスト計算書」で算出した「純経常行政コスト」、増

加要因としては、市税・地方交付税等の「一般財源」、国・京都府からの「補助金等受入」等が挙げられ

る。 

エ 資金収支計算書 

一会計期間における、本市の行政活動に伴う現金等の資金の流れを、性質の異なる3つの活動に分け

て表す。「期首歳計現金残高」は前年度普通会計の形式収支であり、「期末歳計現金残高」は当該年度普

通会計の形式収支と一致する。 

 

＜財務書類4表の相関図＞ 

 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 39,720,002

①生活インフラ・国土保全 99,117,362 (2) 長期未払金

②教育 62,337,620 ①物件の購入等

③福祉 7,074,657 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 2,770,542 ③その他

⑤産業振興 2,831,712 長期未払金計 0

⑥消防 2,849,278 (3) 退職手当引当金 7,040,860

⑦総務 11,851,804 (4) 損失補償等引当金 643,977

有形固定資産合計 188,832,975 固定負債合計 47,404,839

(2) 売却可能資産 44,007

公共資産合計 188,876,982 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 5,280,160

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金）

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金

①投資及び出資金 1,349,254 (4) 翌年度支払予定退職手当 665,463

②投資損失引当金 (5) 賞与引当金 694,151

投資及び出資金計 1,349,254 流動負債合計 6,639,774

(2) 貸付金 103,970

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 54,044,613

①退職手当目的基金 11,446

②その他特定目的基金 3,251,327

③土地開発基金 1,430,058

④その他定額運用基金 6,000 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 １　公共資産等整備国県補助金等 30,784,572

基金等計 4,698,831

(4) 長期延滞債権 1,025,878 ２　公共資産等整備一般財源等 148,163,141

(5) 回収不能見込額 △ 160,750

投資等合計 7,017,183 ３　その他一般財源等 △ 31,614,350

３　流動資産 ４　資産評価差額 △ 29,113

(1) 現金預金

①財政調整基金 2,779,287 純　 資　 産　 合　 計 147,304,250

②減債基金 1,972,584

③歳計現金 402,625

現金預金計 5,154,496

(2) 未収金

①地方税 303,635

②その他 66,690

③回収不能見込額 △ 70,123

未収金計 300,202

流動資産合計 5,454,698

資　　産　　合　　計 201,348,863 負 債 ・ 純 資 産 合 計 201,348,863

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち 42,360,459千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 75,513,313千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 45,000,162千円 45,000,162千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 1,760,784千円 0千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 18,788,483千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 1,613,584千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 7,706,323千円 7,706,323千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 643,977千円 643,977千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 90,649,490千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 11,194,223千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 14,670,817千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 64,784,450千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 15,136,177千円

※５　有形固定資産のうち、土地は79,282,118千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は 93,791,632千円です。

1,200,816

352,169

4,737,897

10,992,482

3,924

2,246,026

1,760,784

[内訳]

負債計上 注記
項目 金額

貸借対照表
（平成28年03月31日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

【（翌年度償還予定）
地方債・（長期）
未払金・引当金】

【契約債務・偶発債務】

12,789

18,788,483

0

0

0

2,438,861

1,112,897

0

2,248,289

7,535,000



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全 教　育 福　祉 環 境 衛 生産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 10,320,79820.0%1,284,0441,482,4852,189,8611,025,298211,6451,676,0412,049,004402,420 0

（２）退職手当引当金繰入等 △ 127,261-0.2%△ 9,181△ 21,538△ 25,532△ 11,955△ 2,467△ 19,542△ 32,355△ 4,691 0

１ （３）賞与引当金繰入額 694,151 1.3% 75,976100,170136,99764,142 13,241104,852173,59825,175 0

小　　計 10,887,68821.1%1,350,8391,561,1172,301,3261,077,485222,4191,761,3512,190,247422,904 0

（１）物件費 5,945,52211.5% 506,9751,852,610747,5281,343,454197,717114,4901,153,61829,130 0

（２）維持補修費 743,526 1.4% 652,09874,461 3,959 173 878 988 10,969 0

（３）減価償却費 4,440,7288.6%1,878,4841,339,194239,773235,189142,274167,685438,129 0

小　　計 11,129,77621.6%3,037,5573,266,265991,2601,578,816340,869283,1631,602,71629,130 0 0

（１）社会保障給付 17,742,91334.4% 154,76817,575,43112,714

（２）補助金等 4,469,4228.7% 86,074584,4001,153,0181,703,135510,92725,397393,84112,630 0

３ （３）他会計等への支出額 6,693,54113.0%1,201,442 0 5,464,39627,703 0 0 0 0 0

（４）他団体への
      公共資産整備補助金等

200,297 0.4% 97,797 0 28,802 664 15,127 0 57,907 0 0

小　　計 29,106,17356.4%1,385,313739,16824,221,6471,744,216526,05425,397451,74812,630 0

（１）支払利息 476,108 0.9% 476,108

（２）回収不能見込計上額 1,716 0.0% 1,716

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 477,824 0.9% 0 0 0 0 0 0 0 0 476,108 1,716 0

51,601,461 5,773,7095,566,55027,514,2334,400,5171,089,3422,069,9114,244,711464,664476,108 1,716 0

（　構　成　比　率　） 11.2% 10.8% 53.3% 8.5% 2.1% 4.0% 8.2% 0.9% 0.9% 0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 1,455,934 273,663214,580198,217200,68437,622 478 88,025 0 86,214 0 356,451

２
分担金・負担金・寄附金

ｃ
957,021 0 5,063 728,839 8,508 0 40 127,919 0 0 0 86,652

2,412,955 273,663219,643927,056209,19237,622 518 215,944 0 86,214 0 443,103

ｄ／ａ 4.7% 4.7% 3.9% 3.4% 4.8% 3.5% 0.0% 5.1% 0.0% 18.1% 0.0%

49,188,506 5,500,0465,346,90726,587,1774,191,3251,051,7202,069,3934,028,767464,664389,894 1,716 0 △ 443,103

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト
ａ － ｄ

行政コスト計算書
自　平成27年04月01日

至　平成28年03月31日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 145,735,842 30,724,236 147,027,199 △ 31,942,893 △ 72,700

純経常行政コスト △ 49,188,506 △ 49,188,506

一般財源

地方税 23,286,955 23,286,955

地方交付税 6,722,160 6,722,160

その他行政コスト充当財源 5,152,740 5,152,740

補助金等受入 15,680,657 840,539 14,840,118

臨時損益 △ 129,185 △ 129,185

災害復旧事業費 △ 127,213 △ 127,213

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 △ 1,972 △ 1,972

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,539,005 △ 1,539,005

公共資産処分による財源増 0 △ 11,803 11,803

貸付金・出資金等への財源投入 3,485,472 △ 3,485,472

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 2,664,558 2,664,558 0

減価償却による財源増 △ 780,203 △ 3,660,525 4,440,728 0

地方債償還に伴う財源振替 2,462,312 △ 2,462,312

資産評価替えによる変動額 43,587 43,587

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 △ 13,961 13,961

期末純資産残高 147,304,250 30,784,572 148,163,141 △ 31,614,350 △ 29,113

純資産変動計算書
自　平成27年04月01日

至　平成28年03月31日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成27年度における一時借入金の借入限度額は10,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は30,906千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

60,235,887

1,211,964

4,268,500
62,751

60,283,867
5,425,204
165,991

0

450,605

402,625

△ 47,980

2,389,553

△ 6,829,990

1,558,868

4,980,002

9,219,543

0

0

2,377,750

0

0

0

11,803

2,444

1,165,340

265,072

9,796

2,325,022

△ 1,500,729

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

2,373,665

304,564

884,814

84,487

2,350,279

55,521,312

8,282,739

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

3,505,084

200,297

120,370

3,825,751

3,103,160

5,891,102

870,739

47,238,573

23,326,080

6,722,160

14,795,843

1,454,491

957,830

2,726,982

17,742,913

4,469,422

476,108

資金収支計算書
自　平成27年04月01日

至　平成28年03月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

11,842,767

5,945,522


